
別紙様式１－２（平成19年度承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

（ⅲ）実績（見込）値１が計画目標値に届かない理由
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（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

本市の平成19年度決算において、健全化の指標である実質公債費比率が8.7％、将来負担比率が116.1％であり、これら指標の数値は平成20
年度さらに改善されると見込んでいる。これらを見る限り、本市の状況は直ちに危険水準にあるとは考えていない。しかし、義務的経費である公
債費が、一旦高い数値になるとなかなか下げることは出来ず、財政の健全性にも長期に渡り影響してくるのは、よく認識しているところである。
本市では、自主的に新規投資的経費の一般財源額（20億）や特例債を除いた起債の発行限度額（30億）を定めているところであるが、平成20

年度から安心・安全に関わる喫緊の最重要施策として、学校施設の耐震化に伴う経費を短期間に発生させることとなった。よって今後、実際の予
算編成等の作業において、その他の不要・不急の経費以外の事業の抑制をさらに図り、実質公債費比率等関連する指標が悪化しないよう努め
ようとしているところである。
今後の見通しとしては、年次的に実施する予定であったものを、国の緊急経済対策による前倒しして実施するために、一時的に後年度の公債

費等への影響も憂慮されるが、もう少し長いスパンに立てば相殺されるものと考える。今後とも、新規投資的経費及び起債の発行限度額の設定
を継続し、持続可能な行政運営に努めていくものである。

H19年度においては、計画提出以降、補正において土地開発公社の健全化を目途に22年度から前倒しで約5億円の土地買戻しを実施し、その
財源として公共用地先行取得等事業債を発行したころ、また宝塚市・川西市・猪名川町との共同運営している小児急病センターの地方債220百
万円が当初計画では含めていなかったことが大きい。
H20年度においては、19年度からの累積額と、19年度の2月補正において、国の補正予算措置を受けて小中学校に置ける耐震補強工事等の

予算措置を講じ、それらに伴う地方債を439百万円を起債し、また新たに公共用地先行取得等事業債の発行したが、20年度に予定していた借換
債５億の発行を行わなかったことにより残高は前年度に比して減少した。
H21年度からは、H20年度の要因に加え、市税収入が大幅に落ち込む見込であることから、基準財政需要額と基準財政収入額の乖離は拡大さ

れることが予想される。そのため臨時財政対策債を当初計画から大幅に増額見込みとした。また道路特財一般財源化等に伴う起債充当率の上
昇など当初計画で予見し得なかった要因により、地方債の残高が乖離している。



別紙様式１－３（平成19年度承認計画用）

② 実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
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（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し



別紙様式１－４（平成19年度承認計画用）

③ 職員数

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析
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（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し



別紙様式１－５（平成19年度承認計画用）

④ 改善額

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析
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1,608

1,631

-17.0%
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（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

平成２１年度から２３年度の各年度の改善見込額が計画目標値を下回ることとなた主な要因は、次の２点である。

①人件費において、「職員定数の適正化」が、勧奨退職者の増や再任用職員の採用の減などにより、平成１９・２０年度に計画を上回って進捗したことか
ら、平成２１年度以降に見込んでいた効果が前倒しされた形となったこと、また、「地域手当率減に伴う効果額」として、平成２０年度より地域手当率を
10％から6％へ引き下げる計画で効果額を算定（H20-244百万円、H21-241百万円）していたが、暫定的に8％とする経過措置を設けたことから、効果額
が半減（H20-120百万円、H21-120百万円）したことによる。

②「施設等維持費の見直し」による改善額として、保育所民営化による効果額をＨ２１年度以降に見込んでいた（H21-38百万円、H22-109百万円、H23-
140百万円）が、実施時期がずれ込んでいることから改善予定額が減（H21-0、H22-38百万円、H23-109百万円）となったことによる。

人件費総額の削減に関しては、職員定数の適正化及び給与カット（構造改革）等による改善は、年度間のばらつきはあるものの計画期間全体では、計
画どおり、あるいは計画を上回る改善が図られる見込みであり、引き続き適正な定数管理・人員配置に努める。また、地域手当については、平成22年度
から支給率を条例本則に定める6％とする方向である。
その他の取組項目については、保育所民営化の延期による改善見込額の減はあるが、再度、事務事業を総点検し、廃止・手法の見直し等を行うととも
に、市民を含めた民間活力の活用などを更に推進し、全体として改善計画額に到達するよう努める。



別紙様式１－７（平成19年度承認計画用）
団体名
会計名

⑦ その他

（ⅰ）計画及び執行状況の公表状況

（ⅱ）計画及び執行状況の議会への説明

兵庫県伊丹市

計画の取組状況について、当初予算時及び決算時にそれぞれ配布するとともに、各会派勉強会の場において、取り組み状況を全市議会議員
に対して説明を行っている。

計画について、市広報誌及びホームページにて掲載している。また取組の実績をホームページ等にて公表している。

普通会計


